２００８年１２月議会　　　一般質問　　　

　質問と答弁　　　　議事録　から　抜粋

http://www.city.yamagata.gifu.jp/gikai/kaigiroku/pdf/20/t4.pdf
答弁者　　　市民環境部長
質問事項　　分別収集など市のごみ処理事業の収益は的確に確保されているか
２番目ですけれども、分別収集など市のごみ処理事業の収益は的確に確保されているかという観点で、市民環境部長にお尋ねします。 
全国の市町村は、住民のごみの収集処理をその市町村の責任として行うことになっています。民法の239条の定めからも、それから一般に回収で所有権を区に継承したものと－ 101 － 

考えられるという判決があるんですが、ごみとして出したら自治体のものになるということです。それから、市はここにごみを出せば市が収集しますというステーションをつくっているわけですね。そういった形態を指定していることも考えますと、市民の皆さんが出したごみというのは、その時点で所有権がなくなり、有価物は自治体の財産というふうに認識されているわけです。 
ところで、市は市民が分別して出したビンや缶、ペットボトル、トレーについて、年間約5,300万円で収集を委託しています。予算も決算もほとんど毎年変動がないということです。委託の契約では、ペットボトルを除いて売り払い収入を市に納入するとの規定はありませんから、収集物の中の有価物の売却益は業者の申告のままもらっているだけです。この売却益は昨年度の実績では、ペットボトルは250万円、ビンは約５万円、アルミ缶は約450万円、スチール缶は約120万円、白のトレーはゼロ円と、こういった収入が入っています。 
これらの状況や収支などを見ていると、自治体の広報にまで企業の広告を掲載して収入を上げようと努力している時代に、行政の姿勢に甘さを感じるのは私だけではないでしょう。 
そこで質問ですが、１番として、業者の選定に関して、熱心な自治体は競争性を相応に確保しています。しかし、山県市の場合、長年、実質１社と随意契約をし続けています。業者が多い岐阜市に隣接する山県市の状況なども考えれば、地方自治法が定める契約の原則への適合に強い懸念があります。この収集に関して、市が認識する問題点は何でしょうか。 
２番目ですけど、あちこちのデータで見て、山県市の規模で収集費１年間約5,300万円は高いと私は感じますが、他と比較して高い部分は損害というべきだと考えます。市の見解はいかがでしょうか。 
３番目ですが、正当に有価物の売却益が歳入とされていると考えますか。私は差額があるように思われ、その差額は損害だというふうに考えますが、市の見解はいかがでしょうか。 
それから、４番目、有価物の売却先についても入札で決めている自治体もありますが、市は売却先もお任せであります。競争性、透明性、経済性、いずれからも売却方法に関して見直すべきではないでしょうか。 

以上、お尋ねします。 
○議長（藤根圓六君） 松影市民環境部長。 

○市民環境部長（松影康司君） 御質問にお答えします。 

１点目の一般廃棄物処理運搬委託業者の選定に関することでございますが、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、以下廃掃法と言います。この廃掃法は第６条の２第３項及び廃掃法施行令第４条において委託の基準を示しておりまして、現在の委託業者はこの基準に適合しています。 
また、地方自治法の定める契約の原則への適合に強い懸念があるということでございますが、札幌高裁の判決では、廃掃法は、一般廃棄物の収集等の業務の公共性をかんがみ、経済性の確保等の要請よりも、業務の遂行の適正を重視しているものと解され、すなわち、廃掃法は最低価格の入札と契約を締結する一般競争入札の制度とは異なる建前をとっているのであるとして、廃掃法は、地方自治法の適用を前提としているからでなく、契約締結方法を市町村の裁量にゆだねている趣旨を解することが適当であるとしています。 
また、廃掃法第６条の２には、市町村は、一般廃棄物処理計画に従って、その区域における一般廃棄物を生活環境の保全上支障の生じないうちに収集・運搬・処分しなければならないとしており、この計画に沿って行っているものであります。 

以上のことから、本市における一般廃棄物の収集、運搬については、何ら問題がないものと考えております。 
２点目の委託費用5,300万円で、この金額が高いのではということでございますが、収集、運搬は単に人口規模だけでは比較することはできません。その自治体の地形、道路事情、収集場所の形態や数などの違いによる効率性や収集形態などを勘案する必要があります。 

例えば、本市が委託している業者は、缶、ペットボトルの一時保管、または圧縮を行っており、こうしたことも費用に含まれています。また、収集かごの設置、回収も行っています。ある市では、缶やペットボトルなどを可燃ごみと同じ場所に出し、収集かごがない場合もあります。こうしたことから、本市の収集運搬委託費用が高いものとは考えておりません。
３点目の有価物の売却益が正当に歳入とされているかということでございますが、他の自治体の状況を見てみますと、10月現在ということでございますが、15の自治体のアンケートの結果を申し上げますと、アルミ缶の最高がキロ当たり195円、最低でございますが30円、本市の場合は138円です。スチール缶につきましては、最高が42円、最低が逆有償ということでマイナス９円、本市の場合は13円です。ビンは無色で最高が１円、最低が無償、本市は0.5円といった状況であり、かなりのばらつきがあります。これは、それぞれの再生処理業者の販路等などの違いなどから生じるものと思います。  

本市については、収集運搬業者から再生処理業者、それぞれ再商品化業者の販路も明確で、売却益についても正当に歳入され、損害はないものと考えております。 
４点目の有価物の売却先の選定についてでございますが、議員も御承知のように、自治体によっては入札、随意契約、また本市のような形態をとっているところもさまざまでございます。このことにつきましては、他市の状況などを調査し、検討してまいりたいと考えております。 

以上で答弁とさせていただきます。 
○議長（藤根圓六君） 寺町知正君。 

○１２番（寺町知正君） 部長に再質問いたしますけど、まず最初の随意契約の競争性ということです。市としては問題がないという趣旨の答弁で、判例は地方自治法が適用されないからいいんだというふうに言っているわけですけれども、単にそれはどこを選ぶかとして、その観点から違法ではないよと言っただけであって、競争性があるなしがいい、悪いと言っているわけじゃないんです。単に随契でもいいですよと言っただけであってということです。
私の懸念は経済性の問題なんです。財政が厳しい山県市として、ほかの業者はないのかという検討をしたかどうか、これは非常に重要な観点だというふうに考えています。あるいは、毎年同じところに頼むという関係であれば、相手もそれだけメリットがあるわけだから、もっと安くならないのかとか、厳しく対応するということができるはずなんです。そういった意味で、市の財政に寄与し、貢献するためにはもっと経済性が高い方法はどこかという、そういった契約をすること、実際に過去にやってみたのでしょうか。 
それから、２番目ですけれども、具体的なケースを言われましたけど、確かにごみの収集、いろんなケースがあるわけですけれども、だけどいろんなケースがあるからといって、それが高いものとは考えていないというふうには直結しないはずなんです。実際に高くない低いんだというデータが出てくればともかくということで、これだけのデータがあって、このとおり高くないというデータがあるんでしょうか。 
それから、３つ目に関してですけれども、損害があるかないかという評価は、とらえ方にもよりますけども、実際に、少なくとも事実として差額があるはずですよね、もっと高く売っていればもっと入っていった、その差額はあるはずですよね。そこは市は認めるんですか。 

それと、もちろん通告したことでいろんな自治体のデータも集めたそうですし、先ほど、そこの高い低いも述べました。そういう中で山県市は確かに最高のレベルにはいないけど最低にもいない、いわば中間にいるということです。ということは、やはりまだもっとより有利な契約方法、取引ができる、そういう余地があるということでもありますので、実際、市は現状を見直していくのかいかないのか、そのあたり、いかがでしょうか。 
○議長（藤根圓六君） 松影市民環境部長。 

○市民環境部長（松影康司君） １点目にお答えします。 

１点目につきましては、競争入札を実施している自治体は、条件として許可業者であることを求めています。これは一般廃棄物処理計画が生活に密着したものでありまして、適正な処理、運搬が継続的かつ安定に行われる必要があることと思われますもので、本市の場合におきましては、このようなことから、委託の前提となる許可業者が１社でございますので、随意契約となっております。先ほど議員が申し上げましたように、こうしたことは試しておりません。 
２点目につきましては、他の自治体との委託の比較のデータはございませんが、比較を行おうとすると、その収集運搬体系など、詳細な内訳が必要となり、それを本市の状況とすり合わせ、調整を行わなければなりませんので、単純に比較することはできないと考えております。 
３点目につきましては、確かに高価で売却するということで比較すれば、差額が生じていますが、そのことは事実であると思います。これまでに信頼できる再生処理業者として収集運搬業者にお任せしていたものでございますが、このことにより安定的に資源を処理できるということも考えておりますので、損害とは考えておりません。 
また、４点目につきましては、見直しするとか見直ししないといったことは現時点では明言できませんが、議員の申されますように、時代の要請から、いかに高価に、また、逆有償であればいかに安価にといった、見据えなければなりませんので、入札を行っている自治体の情報収集を行い、時代の要請にこたえることが必要だと思っています。 

以上でございます。 
○議長（藤根圓六君） 寺町知正君。 

○１２番（寺町知正君） いろんなデータを集めて、言葉とは違いますけど、多分見直すという意味でしょうね。 

改めてお尋ねしますけれども、その信頼できる業者、私も業者が信頼できないなんて一言も言っていないんですよ。ただ、経済性の問題として、特に今の時代、本当にそこがいいのかという検討は常々しなければならないという一般論で言っているわけです。先ほど、県内のデータ、私も見せてもらいましたけれども、やっぱり入札にしているところは高く売れているわけです。それから随契でやっているところ、１社しかやっていないところは低いです。
もうデータがそこまで出てきているわけですから、やはり随契でやっている山県はもっと厳しく業者と話し合いをしていくべきだということが当然出てくるわけです。業者の皆さんは貴重な市民の税金を使っているわけですし、ごみも一たん市が回収した段階で市の財産ですから、やはり、より高価な売却を考えていくということはどうしても求められるわけです。 

そういった意味で、収集運搬業者を１つにしていくなら、もちろん許可をして複数にするなら、またそこで競争性が出るわけですし、競走性が出るやり方をしているところは業者任せでいいとして、随意契約の山県市は、やはりその業者と、信頼がないと言っているんじゃないんですよ、さっきから言っているように。
厳しく交渉することは当然必要でしょうと、毎年随契なんですから、そこの観点がどうも足らないんじゃないかということで今回の質問をとっていますので、その点について、今までの対応姿勢、１社しかないからというお互いの持ちつ持たれつではなく、厳しく見ていくということについていかがでしょうか。 
○議長（藤根圓六君） 松影市民環境部長。 

○市民環境部長（松影康司君） 再々質問にお答えします。 

先ほど答弁しましたように、随意契約がどうのこうのと言いますのは、私ども、今、新年度予算をつくっておりますもので、その時点で業者のほうといろいろ折衝をしておりますし、随意契約が適合であるかないかということも、今チェック機能を十分発揮しまして、今後、そういうのがないように……。山県市につきましては、先ほど答弁しましたように、廃掃法にのっとりまして、現在につきましては１社で随意契約を行っていますが、何度も言いますように、チェック機能を十分に発揮しまして、今後、そういうふうに努めてまいりますのでよろしくお願いします。 
